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Abstract
 
In this paper I report the results of a questionnaire survey on the reception by
 
teachers of the new teacher evaluation system in Hokkaido and the situation
 
regarding learning instruction of goal-setting in response to the specific nature of
 
home economics. The survey was conducted on all junior high school teachers in
 
Hokkaido between June and July, 2009 (the response rate: 15.2%). The survey
 
identified the following four points 1) Many teachers thought the new teacher
 
evaluation system to be not very effective,2)A majority of teachers set learning
 
goals exactly as described in course of study (Gakushu?-Shido?-Yo?-Ryo?), 3) Little
 
concrete guidance or advice was received from the evaluators,and the evaluation
 
interview was seen as just a formality,4)A majority of teachers expressed some
 
doubt regarding the quality of the evaluators. In general,it appears that teachers
 


























































































































































































































































































































































































果があった 0.0 16.0 36.0 35.0 4.0 9.0 100.0
「自己の取組目標の明確化」に効果があっ
た 2.0 35.0 26.0 25.0 3.0 9.0 100.0
「組織的で充実した学校教育活動の実現、
学校組織の活性化」に効果があった 0.0 9.0 40.0 38.0 4.0 9.0 100.0
「評価者との良好なコミュニケーション
の構築」に効果があった 1.0 15.0 33.0 36.0 6.0 9.0 100.0
「管理職のリーダーシップの発揮」に効果


















































































































































































項 目 実数 ％
指導・助言があった 5 5.0
あまり明確な指導・助言はなかった 30 30.0
指導・助言は全くなかった 35 35.0
NA 30 30.0
計 100 100.0
注：「NA」には、期限付き・時間講師、家庭科を免許外で
教えている、その他が含まれる。
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「研修・研究会への参加」等、自らの資質能力の向
上をはかる取り組みが多く見られた。教員の資質
能力の向上は教員評価制度における最も重要な目
的である。「研修・研究会への参加」という目標が
多くの教員から明確な目標として挙げられること
によって、これまで以上の活発な研修活動につな
がる可能性もあるだろう。
また、より具体的な自己目標を設定することに
より評価者の評価は容易なものとなるが、それが
「評価されるための目標」となってしまっては本来
の制度の目的から大きく外れてしまうことになる。
評価者から教員に対して授業観察の視点を明確に
示したり、事前に指導案の提出をさせるなどの工
夫によって指導内容の理解に努め、授業改善に結
び付けていくことが今後の課題である。
全体としては、評価者の資質に疑問を感じる意
見が多数みられた。また、評価者からの具体的な
指導・助言はほとんどなく、評価者との面談は形
式的なものでしかなかった可能性も示唆された。
評価者は授業観察を通じて教員の指導技術を把
握し、また、自己申告した学習指導目標達成のた
めの取り組み状況を確かめることができるにもか
かわらず、実態として、何らかの指導や助言がほ
とんどなかったことは問題である。このことから、
評価者による授業観察や職務理解が充分ではな
かったことや、専門とする教科の違いから、学習
指導に関しては教員の自己評価に任せられ、面談
の際にも学習指導については多くは触れられてい
なかった可能性が考えられる。
授業の閉鎖性が問題視され、これが教員評価制
度の導入の契機になったものの、多くの学校でこ
のような状況がみられたとすれば、教師が自らの
判断のみで行う学習指導の実態は変わらず、授業
の閉鎖性は改善されないであろう。
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